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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

回次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期 

会計期間 

自 平成24年

  ４月１日

至 平成24年

  ９月30日

自 平成25年

  ４月１日

至 平成25年

  ９月30日

自 平成26年

  ４月１日

至 平成26年

  ９月30日

自 平成24年 

  ４月１日 

至 平成25年 

  ３月31日 

自 平成25年

  ４月１日

至 平成26年

  ３月31日

売上高 (百万円) 67,945 70,493 71,299 134,750 141,807

経常利益 (百万円) 576 715 450 295 797

中間(当期)純利益 (百万円) 241 288 235 41 300

中間包括利益 

又は包括利益 
(百万円) △176 994 719 691 1,182

純資産額 (百万円) 12,514 14,128 14,909 13,417 14,323

総資産額 (百万円) 65,256 63,292 66,068 66,219 65,528

１株当たり純資産額 (円) 1,050.25 1,185.63 1,252.45 1,124.80 1,201.52

１株当たり 

中間(当期)純利益金額 
(円) 20.84 24.84 20.29 3.54 25.91

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.7 21.7 22.0 19.7 21.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 662 488 △219 704 586

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △515 △991 △156 △1,439 △1,748

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 110 △533 △179 69 127

現金及び現金同等物 

の中間期末(期末)残高 
(百万円) 5,426 3,603 3,321 4,623 3,862

従業員数 (名) 756 763 810 755 789

（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

回次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期 

会計期間 

自 平成24年

  ４月１日

至 平成24年

  ９月30日

自 平成25年

  ４月１日

至 平成25年

  ９月30日

自 平成26年

  ４月１日

至 平成26年

  ９月30日

自 平成24年 

  ４月１日 

至 平成25年 

  ３月31日 

自 平成25年

  ４月１日

至 平成26年

  ３月31日

売上高 (百万円) 52,036 51,084 52,187 104,017 104,340

経常利益 (百万円) 363 185 368 460 280

中間(当期)純利益 (百万円) 328 88 294 436 139

資本金 (百万円) 1,110 1,110 1,110 1,110 1,110

発行済株式総数 (株) 15,000,000 11,600,448 11,600,448 15,000,000 11,600,448

純資産額 (百万円) 9,790 11,016 11,708 10,755 11,074

総資産額 (百万円) 58,012 56,137 58,058 59,823 57,742

１株当たり純資産額 (円) 843.98 949.76 1,009.51 927.20 954.86

１株当たり 

中間(当期)純利益金額 
(円) 28.33 7.61 25.41 37.64 12.06

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 24.0 11.0

自己資本比率 (％) 16.8 19.6 20.2 18.0 19.2

従業員数 (名) 375 372 365 365 356

（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

   ３ 第93期の１株当たり配当額については、創業90周年にともなう記念配当13円が含まれております。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重

要な変更はありません。 

 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成26年９月30日現在 

セグメントの名称 従業員数（名） 

化学製品 615 

その他 143 

全社(共通) 52 

合計 810 

（注）従業員数は就業人員数であります。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成26年９月30日現在 

従業員数（名） 365 

（注）従業員数は就業人員数であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合は、当社以外に２社で組織されており、当社グループ内の組合員数

は平成26年９月30日現在414名であります。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動が見

られ、生産面で低調な状況が長引くこととなりましたが、政府による経済対策や金融政策により

円安、株高傾向となり、緩やかな回復の兆しが見えてきました。 

化学産業を取り巻く環境においては、原油価格をはじめとする国際商品の市況価格の下落によ

り、石油化学製品の生産も回復の傾向が見られる状況となってきました。 

このような状況下で当社グループは、創立100周年に向けた長期ビジョン「VISION2023」に則

り、「人財づくり」「ビジネスモデルの変革」「グローバル化」の基本方針を掲げ、あるべき姿

を目指し、迅速な意思決定を行うために、2014年６月20日より執行役員制度を導入致しました。 

「人財づくり」におきましては、事業拡大を目指して、人材確保と早期育成策を推進し、従来

からの体系的な教育の実施と併せ、次期管理職育成を目的とした新たな教育研修を開始致しまし

た。 

「ビジネスモデルの変革」におきましては、桜川真壁太陽光発電所が完成し、売電を開始致し

ました。なお当発電所では、御取引先様へ省エネ機器の提案を行う上で、最適なシステムの検証

も行っております。 

「グローバル化」におきましては、インドで設立しました不織布事業に関する合弁企業での量

産を開始し、インド国内での販売を致しました。 

その結果、売上高は712億９千９百万円（前年同期比101.1％）、経常利益は４億５千万円（前

年同期比63.0％）、当中間純利益は２億３千５百万円（前年同期比81.7％）となりました。 

また、セグメント別では、化学製品事業においては、売上高は597億６千７百万円（前年同期

比101.9％）を計上し、その他の事業においては、売上高は115億３千１百万円（前年同期比

97.6％）を計上いたしました。なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末と比べ２億８千２

百万円減少し、当中間連結会計期間末には33億２千１百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前中間純利益を４億４千８百万円

（前中間比２億４千９百万円の減少）、減価償却費を３億６百万円計上し、売上債権の増加５億

２千４百万円及び仕入債務の増加３億５百万円等により、当中間連結会計期間は２億１千９百万

円資金が減少しました。 

投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による支出５億４千９百

万円、投資有価証券の取得による支出５千６百万円、投資有価証券の売却及び償還による収入５

億円等により、当中間連結会計期間は１億５千６百万円資金が減少しました。 

財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金の純減額１億１千１百万円、長期

借入金の純増額７千７百万円、配当金の支払い１億２千７百万円等により、当中間連結会計期間

は１億７千９百万円資金が減少しました。 
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２ 【生産、仕入及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループでは、連結子会社において化学製品の製造及び加工を行っております。 

当中間連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

化学製品 2,525 79.2

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績は、次のとおりであります。 

セグメントの名称 仕入高（百万円） 前年同期比（％） 

化学製品 53,995 98.9

その他 10,631 98.1

合計 64,626 98.7

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 受注状況 

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

 

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

化学製品 59,767 101.9

その他 11,531 97.6

合計 71,299 101.1

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 

 

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

 

 

 

４ 【事業等のリスク】 

当中間連結会計期間において、当半期事業報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の事業報

告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

 

 

６ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発は、常に変化する市場の動向、ユーザーニーズ及び新製品の情報

を収集するとともに、環境に配慮した製品や高機能商材の用途開発及び研究開発を行っております。 

当社企画開発本部を主体に機能製品、環境関連製品の用途開発を推進しております。化学品製造

関連では、大和化学工業㈱が中心となって、機能加工剤、抗菌・防虫剤、消臭剤、防炎剤、製紙用

薬剤等の研究開発を行っております。当中間連結会計期間に係る研究開発費は１億６千万円であり

ます。 

 

 

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 財政状態の分析 

（流動資産） 

当中間連結会計期間における流動資産の残高は、前連結会計年度の490億８千５百万円から 

８千５百万円減少し、489億９千９百万円となりました。現金及び預金の減少５億４千１百万

円、電子記録債権の増加５億６千１百万円が主な要因です。 

 

（固定資産） 

当中間連結会計期間における固定資産の残高は、前連結会計年度の164億４千３百万円から 

６億２千５百万円増加し、170億６千８百万円となりました。有形固定資産の増加３億３千７

百万円、投資有価証券の増加３億７千万円が主な要因です。 

 

（負債） 

当中間連結会計期間における負債の残高は、前連結会計年度の512億４百万円から４千６百

万円減少し、511億５千８百万円となりました。短期借入金の増加18億６千３百万円、長期借

入金の減少19億３千６百万円が主な要因です。 

 

（純資産） 

当中間連結会計期間における純資産の残高は、前連結会計年度の143億２千３百万円から５

億８千５百万円増加し、149億９百万円となりました。その他有価証券評価差額金の増加４億

７千８百万円が主な要因です。 
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(2) 経営成績の分析 

（売上高） 

当中間連結会計期間は、売上高は712億９千９百万円（前年同期比101.1％）となりました。 

 

（売上原価、販売費及び一般管理費） 

売上原価は661億１千７百万円（前年同期比101.7％）となりました。また、販売費及び一

般管理費は49億９百万円（前年同期比102.0％）となりました。 

 

（営業利益） 

以上の結果、営業利益は２億７千２百万円となり、売上高営業利益率は0.4％となりました。 

 

（営業外収益・費用） 

当中間連結会計期間は、営業外収益が営業外費用を上回り、差引き１億７千８百万円の利

益となりました。 

 

（経常利益） 

以上の結果、経常利益は４億５千万円（前年同期比63.0％）となり、売上高経常利益率は

0.6％となりました。 

 

（特別利益・損失） 

当中間連結会計期間は、固定資産売却益で特別利益を１百万円計上し、固定資産除売却損

で特別損失を４百万円計上いたしました。 

 

（中間純利益） 

以上の結果、税効果会計適用後の法人税等負担額、少数株主利益を減算した中間純利益は

２億３千５百万円となり、売上高中間純利益率は0.3％、１株当たり中間純利益は20円29銭と

なりました。 

 

 (3) 資本の財源及び資金の流動性の分析 

１【業績等の概要】(2)キャッシュ・フローの状況に記載の通りです。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

事業所名 

（所在地） 

セグメント

の名称 

設備の 

内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数

(名) 
建物及び

構築物 

機械装置 

及び運搬具

土地 

(面積㎡)
その他 合計 

茨城県桜川市 

真壁町 
  その他 

太陽光 

発電設備 
57 509

―

(―)
― 567 ―

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

② 【発行済株式】 

種類 

中間会計期間末 

現在発行数(株) 

(平成26年９月30日)

開示日現在 

発行数(株) 

(平成26年12月19日)

上場金融商品取引所名 

又は登録認可金融商品 

取引業協会名 

内容 

普通株式 11,600,448 11,600,448 非上場 
単元株式数 

1,000株 

計 11,600,448 11,600,448 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式

総数残高 

(株) 

資本金増減額

(百万円) 

資本金残高

(百万円) 

資本準備金 

増減額 

(百万円) 

資本準備金

残高 

(百万円) 

平成26年４月１日～ 

平成26年９月30日 
― 11,600,448 ― 1,110 ― 515
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(6) 【大株主の状況】 

平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

ＯＧ従業員持株会 大阪市淀川区宮原4-1-43 869 7.49

㈱みずほ銀行 東京都千代田区丸の内1丁目3-3 550 4.74

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 550 4.74

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 535 4.61

日清紡ホールディングス㈱ 東京都中央区日本橋人形町2-31-11 500 4.31

池田福助㈱ 愛媛県四国中央市村松町190 500 4.31

ダイニック㈱ 京都市右京区西京極大門町26 422 3.64

井 村 昌 子 京都市山科区 414 3.56

フジコピアン㈱ 大阪市西淀川区御幣島5丁目4-14 300 2.58

㈱北陸銀行 富山県富山市堤町通り1-2-26 280 2.41

計 ― 4,921 42.42

 

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成26年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 2,000 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  11,568,000 11,568 ― 

単元未満株式 普通株式       30,448 ― 1単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数  11,600,448 ― ― 

総株主の議決権 ― 11,568 ― 

（注）１ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２ 「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式660株が含まれております。 

 

② 【自己株式等】 

平成26年９月30日現在 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義

所有株式数

(株) 

他人名義

所有株式数

(株) 

所有株式数 

の合計 

(株) 

発行済株式総数

に対する所有 

株式数の割合(％)

オー・ジー株式会社 
大阪市淀川区宮原 

４丁目１番43号 
2,000 ― 2,000 0.02

計 ― 2,000 ― 2,000 0.02

 

２ 【株価の推移】 

当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の事業報告書の開示後、当半期事業報告書の開示日までの役員の異動はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成11年大蔵省令第24号）に基づいて作成しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年

大蔵省令第38号）に基づいて作成しております。 

 

 



１【中間連結財務諸表等】
　(1)【中間連結財務諸表】

　 ①【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 3,862 3,321

　　受取手形及び売掛金 36,571 36,487

　　電子記録債権 703 1,265

　　たな卸資産 5,381 5,393

　　繰延税金資産 309 231

　　その他 2,342 2,352

　　貸倒引当金 △ 86 △ 53

　　流動資産合計 49,085 48,999

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物（純額） 2,395 2,385

　　　機械装置及び運搬具（純額） ※5 754 ※5 1,177

　　　土地 2,809 2,808

　　　その他（純額） 289 213

　　　有形固定資産合計 ※1 6,248 ※1 6,586

　　無形固定資産

　　　借地権 93 93

　　　ソフトウエア 250 212

　　　のれん 54 0

　　　その他 54 52

　　　無形固定資産合計 452 359

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ※2 8,292 ※2 8,663

　　　退職給付に係る資産 5 27

　　　長期貸付金 99 83

　　　繰延税金資産 239 239

　　　破産更生債権等 874 997

　　　その他 1,140 1,147

　　　貸倒引当金 △ 910 △ 1,036

　　　投資その他の資産合計 9,741 10,123

　　固定資産合計 16,443 17,068

　資産合計 65,528 66,068

─ 13 ─



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部

　流動負債

　　支払手形及び買掛金 ※2 27,247 ※2 27,516

　　短期借入金 9,807 11,670

　　未払法人税等 211 114

　　賞与引当金 493 382

　　役員賞与引当金 32 ―

　　その他 1,210 918

　　流動負債合計 39,002 40,603

　固定負債

　　長期借入金 10,897 8,961

　　繰延税金負債 340 555

　　役員退職慰労引当金 297 312

　　退職給付に係る負債 354 349

　　資産除去債務 44 69

　　その他 267 306

　　固定負債合計 12,202 10,554

　負債合計 51,204 51,158

純資産の部

　株主資本

　　資本金 1,110 1,110

　　資本剰余金 515 515

　　利益剰余金 11,148 11,256

　　自己株式 △0 △0

　　株主資本合計 12,773 12,881

　その他の包括利益累計額

　　その他有価証券評価差額金 1,270 1,749

　　繰延ヘッジ損益 1 7

　　為替換算調整勘定 △ 110 △ 112

　　その他の包括利益累計額合計 1,161 1,644

　少数株主持分 388 384

　純資産合計 14,323 14,909

負債純資産合計 65,528 66,068

─ 14 ─



　②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

　　【中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 70,493 71,299

売上原価 65,021 66,117

売上総利益 5,472 5,181

販売費及び一般管理費 ※1 4,814 ※1 4,909

営業利益 657 272

営業外収益

　受取利息 7 6

　受取配当金 78 70

　為替差益 49 37

　受取賃貸料 55 52

　仕入割引 8 7

　持分法による投資利益 ― 41

　その他 63 127

　営業外収益合計 262 343

営業外費用

　支払利息 105 107

　手形売却損 1 1

　売上割引 34 31

　持分法による投資損失 38 ―

　その他 23 24

　営業外費用合計 204 165

経常利益 715 450

特別利益

　固定資産売却益 1 1

　特別利益合計 1 1

特別損失

　固定資産除売却損 ※2 19 ※2 4

　特別損失合計 19 4

税金等調整前中間純利益 697 448

法人税、住民税及び事業税 306 189

法人税等調整額 92 21

法人税等合計 398 210

少数株主損益調整前中間純利益 299 237

少数株主利益 11 1

中間純利益 288 235
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　　【中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前中間純利益 299 237

その他の包括利益

　その他有価証券評価差額金 469 477

　繰延ヘッジ損益 △ 1 6

　為替換算調整勘定 139 △ 80

　持分法適用会社に対する持分相当額 87 77

　その他の包括利益合計 694 481

中間包括利益 994 719

（内訳）

　親会社株主に係る中間包括利益 983 717

　少数株主に係る中間包括利益 11 1

─ 16 ─
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日) 

(単位：百万円)

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,110 515 12,671 △1,545 12,752 

当中間期変動額   

 剰余金の配当  △278 △278 

 中間純利益  288 288 

 自己株式の消却  △1,545 1,545 ― 

 自己株式の取得  △0 △0 

株主資本以外の項目 
の当中間期変動額(純額) 

  

当中間期変動額合計 ― ― △1,535 1,544 9 

当中間期末残高 1,110 515 11,135 △0 12,761 

 

 

その他の包括利益累計額 

少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算 
調整勘定 

その他の 
包括利益 

累計額合計

当期首残高 781 △0 △484 296 369 13,417

当中間期変動額   

 剰余金の配当   △278

 中間純利益   288

 自己株式の消却   ―

 自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目 
の当中間期変動額(純額) 

472 △1 223 695 5 700

当中間期変動額合計 472 △1 223 695 5 710

当中間期末残高 1,254 △2 △260 991 375 14,128
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当中間連結会計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) 

(単位：百万円)

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,110 515 11,148 △0 12,773 

当中間期変動額   

 剰余金の配当  △127 △127 

 中間純利益  235 235 

 自己株式の取得  △0 △0 

株主資本以外の項目 
の当中間期変動額(純額) 

  

当中間期変動額合計 ― ― 107 △0 107 

当中間期末残高 1,110 515 11,256 △0 12,881 

 

 

その他の包括利益累計額 

少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算 
調整勘定 

その他の 
包括利益 

累計額合計

当期首残高 1,270 1 △110 1,161 388 14,323

当中間期変動額   

 剰余金の配当   △127

 中間純利益   235

 自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目 
の当中間期変動額(純額) 

478 6 △2 482 △4 478

当中間期変動額合計 478 6 △2 482 △4 585

当中間期末残高 1,749 7 △112 1,644 384 14,909

 



 　④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前中間純利益 697 448

　減価償却費 305 306

　のれん償却額 54 54

　貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 13 92

　賞与引当金の増減額(△は減少) △ 113 △ 110

　役員賞与引当金の増減額(△は減少) △ 35 △ 32

　退職給付引当金の増減額(△は減少) △ 43 ―

　役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) △ 50 15

　退職給付に係る負債の増減額(△は減少) ― △ 4

　退職給付に係る資産の増減額(△は増加) ― △ 22

　受取利息及び受取配当金 △ 85 △ 76

　支払利息 105 107

　持分法による投資損益（△は益） 38 △ 41

　売上債権の増減額(△は増加) 2,753 △ 524

　たな卸資産の増減額(△は増加) 50 △ 77

　破産更生債権等の増減額(△は増加) △ 3 △ 123

　仕入債務の増減額(△は減少) △ 3,365 305

　その他 269 △ 233

　小計 564 80

　利息及び配当金の受取額 104 93

　利息の支払額 △ 104 △ 107

　法人税等の支払額 △ 77 △ 286

　営業活動によるキャッシュ・フロー 488 △ 219

投資活動によるキャッシュ・フロー

　定期預金の増減額(△は増加) 40 ―

　有形固定資産の取得による支出 △ 492 △ 549

　無形固定資産の取得による支出 △ 96 △ 20

　投資有価証券の取得による支出 △ 104 △ 56

　投資有価証券の売却及び償還による収入 ― 500

　出資金の払込による支出 △ 332 ―

　貸付けによる支出 △ 32 △ 40

　貸付金の回収による収入 29 19

　その他 △ 3 △ 8

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 991 △ 156

財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入金の純増減額(△は減少) △ 364 △ 111

　長期借入れによる収入 402 691

　長期借入金の返済による支出 △ 271 △ 613

　リース債務の返済による支出 △ 15 △ 12

　自己株式の取得による支出 △ 0 △ 0

　配当金の支払額 △ 278 △ 127

　少数株主への配当金の支払額 △ 5 △ 4

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 533 △ 179

現金及び現金同等物に係る換算差額 17 14

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △ 1,019 △ 541

現金及び現金同等物の期首残高 4,623 3,862

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 3,603 ※1 3,321

─ 19 ─
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【注記事項】 

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数は17社であり、次のとおりであります。 

茶谷産業㈱ 大和化学工業㈱ 

オージーフィルム㈱ 山五化成工業㈱ 

オージー化学工業㈱ 大同産業㈱ 

東亜化成㈱ 鈴川化学工業㈱ 

オー・ジー和歌山㈱ OG AMERICA, INC. 

IKE TRADING CO., LTD. IKE INTERNATIONAL CORPORATION  

ARROW FOREST, LLC  歐積股份有限公司 

㈱ノアック 青島欧積塑膠製品有限公司 

上海欧積貿易有限公司  

連結の範囲から除外した子会社等は、OSAKAGODO KOREA CORPORATION、OG TRADING(HONG 

KONG)COMPANY LIMITED.、㈱サンビーム、㈱エフ・オー・テック、㈱やまとトレーディング、OG 

TRADING(THAILAND)CO., LTD.、OG CORPORATION INDIA PVT.LTD.、PT. OG ASIA INDONESIAの８社で

あり、総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を与えておりません。 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用会社の数   ９社 

非連結子会社は、OSAKAGODO KOREA CORPORATION、OG TRADING(HONG KONG)COMPANY LIMITED.、

㈱エフ・オー・テック、㈱やまとトレーディングの４社であり、持分法を適用しております。 

関連会社は、MELOG SPECIALITY CHEMICALS PVT.LTD.、無錫昱大精細化工有限公司、長瀬欧積

織染化学（上海）有限公司、オー・ジー長瀬カラーケミカル㈱、中和化学薬品㈱の５社であり、

持分法を適用しております。 

 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の数  ７社 

㈱サンビーム 長瀬欧積有色化学（上海）有限公司 

OG TRADING(THAILAND)CO., LTD. 江西和大金實業有限公司 

ARVIND OG NONWOVENS PVT. LTD. PT. OG ASIA INDONESIA 

OG CORPORATION INDIA PVT.LTD.  

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、中間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、OG AMERICA, INC.、IKE TRADING CO.,LTD.、IKE INTERNATIONAL 

CORPORATION、ARROW FOREST,LLC、歐積股份有限公司、青島欧積塑膠製品有限公司、上海欧積貿易

有限公司の７社の中間決算日は、６月30日であります。中間連結財務諸表の作成にあたっては、中

間決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、中間連結決算日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
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４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② デリバティブ 

時価法 

③ たな卸資産 

主として、総平均法による原価法を採用しておりますが、一部の連結子会社等は、先入先

出法による原価法を採用しております。 

なお、中間連結貸借対照表額は、収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定して

おります。 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

主として、定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物    ２～50年 

機械装置及び運搬具  ２～17年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）の耐用年数は、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、当中間連結会計期間に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。 

③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当中間連結会計期間に見合う支給見込額に基づ

き計上しております。 

なお、当中間連結会計期間の計上はありません。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき当中間連結会計期間末における要支給
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額を計上しております。 

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当中間連結会計期間末における見込額

に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

なお、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

(5) 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、ヘッジ会計の要件を満たす為替予約について

は、振当処理を行っており、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採

用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象） 

 為替予約      外貨建金銭債権債務 

 金利スワップ    借入金利息 

③ ヘッジ方針 

外貨建取引に係る債権債務について為替変動に備えるため、必要に応じて実需の範囲内で先

物為替予約を行っており、また、長期借入金について金利変動に備えるため金利スワップ取引

を行っております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約取引については、予約締結時に、リスク管理方針に従い、ヘッジ対象に同一通貨建

てによる同一金額で同一期日の為替予約を振り当てており、その後のキャッシュ・フローの変

動による相関関係は完全に確保されることから、また、金利スワップについては、金利スワッ

プの特例処理の要件に該当することから、それぞれ中間決算日におけるヘッジの有効性の評価

を省略しております。 

 

(7) のれんの償却に関する事項 

のれんについては、５年間の定額法により償却しております。 

 

(8) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなってお

ります。 

 

(9) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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（表示方法の変更） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１  前中間連結会計期間において独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「固定資産売却益」及び「固定資産除売却損」は、重要性が乏しくなったため、当中間連結会

計期間より「その他」に含めて表示しております。また、前中間連結会計期間において「その

他」に含めておりました「破産更生債権等の増減額（△は増加)」は、重要性が増したため、当

中間連結会計期間より独立掲記することとしております。これらの表示変更を反映させるため、

前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の組替えを行っております。 

   この結果、前中間連結会計期間の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動による

キャッシュ・フロー」の「固定資産売却益」に表示していた△１百万円、「固定資産除売却損」

に表示していた19百万円、「その他」に表示していた248百万円は、「破産更生債権等の増減額

（△は増加)」△３百万円、「その他」269百万円として組み替えております。 

 

２  前中間連結会計期間において独立掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「有形固

定資産の売却による収入」は、重要性が乏しくなったため、当中間連結会計期間より「その他」に含めて

表示しております。これらの表示変更を反映させるため、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の組替

えを行っております。 

この結果、前中間連結会計期間の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「有形固定資産の売却による収入」に表示していた１百万円は、「その他」△３百万円とし

て組み替えております。 
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（中間連結貸借対照表関係） 

※１ 資産の金額から直接控除している減価償却累計額の額 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

有形固定資産の減価償却累計額 8,863百万円 9,078百万円 

 

※２ 担保に供している資産及び対応債務 

資産の種類 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

投資有価証券 809百万円 906百万円 

合計 809百万円 906百万円 

 

債務の種類 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

支払手形及び買掛金 4,701百万円 4,655百万円 

合計 4,701百万円 4,655百万円 

 

３ 保証債務 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

保証先 保証金額 保証債務の内容 保証金額 保証債務の内容

中和化学薬品㈱ 282百万円
仕入債務に対す

る支払保証 
277百万円 

仕入債務に対す

る支払保証 

OG TRADING(THAILAND)CO.,LTD 113 〃 
銀行借入等に対

する支払保証 
256 〃 

銀行借入等に対

する支払保証 

長瀬欧積有色化学(上海) 

有限公司 
227 〃 〃 234 〃 〃 

オー・ジー長瀬カラーケミカル

㈱ 
96 〃 

仕入債務に対す

る支払保証 
115 〃 

仕入債務に対す

る支払保証 

長瀬欧積織染化学(上海) 

有限公司 
92 〃 

銀行借入等に対

する支払保証 
98 〃 

銀行借入等に対

する支払保証 

合計 813百万円  982百万円  

 

４ 受取手形割引高等 

 

 

※５ 有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

機械装置及び運搬具 76百万円 76百万円 

 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

輸出手形割引高 152百万円 21百万円 
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（中間連結損益計算書関係） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成25年４月１日 

至 平成25年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成26年４月１日 

至 平成26年９月30日) 

保管配送費 324百万円 323百万円 

役員報酬 184 〃 209 〃 

給料手当 1,820 〃 1,829 〃 

賞与引当金繰入額 295 〃 325 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 24 〃 56 〃 

貸倒引当金繰入額 △9 〃 92 〃 

退職給付費用 66 〃 65 〃 

福利厚生費 447 〃 446 〃 

旅費交通費 368 〃 334 〃 

減価償却費 190 〃 167 〃 

賃借料 109 〃 118 〃 

のれん償却額 54 〃 54 〃 

 

※２ 固定資産除売却損の内容は、次のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成25年４月１日 

至 平成25年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成26年４月１日 

至 平成26年９月30日) 

固定資産除却損 19百万円 3百万円 

固定資産売却損 0 〃 1 〃 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 
当連結会計年度 

期首 
増加 減少 

当中間連結会計 

期間末 

普通株式(株) 15,000,000 ― 3,399,552 11,600,448

（変動事由の概要） 
減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

平成25年５月21日の取締役会の決議による自己株式の消却 3,399,552株 

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 
当連結会計年度 

期首 
増加 減少 

当中間連結会計 

期間末 

普通株式(株) 3,399,552 900 3,399,552 900

（変動事由の概要） 
増減数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加                 900株 
平成25年５月21日の取締役会の決議による自己株式の消却  3,399,552株 

 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成25年5月21日 

取締役会 
普通株式 278 24 平成25年3月31日 平成25年6月7日

（注）１株当たり配当額については、創立90周年にともなう記念配当13円が含まれております。 

 

当中間連結会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 
当連結会計年度 

期首 
増加 減少 

当中間連結会計 

期間末 

普通株式(株) 11,600,448 ― ― 11,600,448

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 
当連結会計年度 

期首 
増加 減少 

当中間連結会計 

期間末 

普通株式(株) 2,260 400 ― 2,660

（変動事由の概要） 
増減数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加           400株 

 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成26年5月13日 

取締役会 
普通株式 127 11 平成26年3月31日 平成26年6月6日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成25年４月１日 

至 平成25年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成26年４月１日 

至 平成26年９月30日) 

現金及び預金勘定 3,603百万円 3,321百万円 

預入期間が３か月を超える 

定期預金等 
― ― 

現金及び現金同等物 3,603百万円 3,321百万円 

 

 

（リース取引関係） 

１ ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引（通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっているも

の） 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

工具・器具及び備品 

② リース資産の減価償却の方法 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計処理基準に関する事項 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 
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（金融商品関係） 

金融商品の時価等に関する事項 

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれて

はおりません。 (（注）２参照) 

 

前連結会計年度（平成26年３月31日） 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額
時価 差額

 

(1) 現金及び預金 3,862 3,862 ―

(2) 受取手形及び売掛金 36,571 36,571 ―

(3) 電子記録債権 703 703 ―

(4) 投資有価証券  

その他有価証券 6,359 6,359 ―

資産計 47,498 47,498 ―

(1) 支払手形及び買掛金 27,247 27,247 ―

(2) 短期借入金 8,601 8,601 ―

(3) 長期借入金 12,103 12,167 64

負債計 47,952 48,016 64

デリバティブ取引 (*1)  

ヘッジ会計が適用されているもの 1 1 －

デリバティブ取引計 1 1 －

(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については（ ）で示しております。 

 

当中間連結会計期間（平成26年９月30日） 

（単位：百万円） 

 
中間連結貸借対照表

計上額
時価 差額

 

(1) 現金及び預金 3,321 3,321 ―

(2) 受取手形及び売掛金 36,487 36,487 ―

(3) 電子記録債権 1,265 1,265 ―

(4) 投資有価証券  

その他有価証券 7,104 7,104 ―

資産計 48,178 48,178 ―

(1) 支払手形及び買掛金 27,516 27,516 ―

(2) 短期借入金 8,456 8,456 ―

(3) 長期借入金 12,175 12,220 44

負債計 48,148 48,193 44

デリバティブ取引 (*1)  

ヘッジ会計が適用されているもの 11 11 ―

デリバティブ取引計 11 11 ―

 (*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については（ ）で示しております。 
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（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項 

     資産 

     (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金並びに(3) 電子記録債権 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

     (4) 投資有価証券 

       これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券

に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。 

     負債 

     (1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

     (3) 長期借入金 

       長期借入金の時価については、元利金の合計を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処

理の対象とされているものについては、当該金利スワップ一体として処理された元利金の合計額

を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方に

よっております。なお、長期借入金の連結貸借対照表計上額には、一年内返済予定の長期借入金

残高が含まれております。 

     デリバティブ取引 

     （デリバティブ取引関係）注記をご参照ください。 

 

   ２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照

表計上額） 

（単位：百万円） 

 平成26年３月31日 平成26年９月30日 

非上場の内国債券 500 ―

非上場株式 168 169

非連結子会社及び関連会社 1,263 1,389

上記については、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価

証券」には含めておりません。 
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（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成26年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券 

  非上場の内国債券500百万円については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、時価は記載しておりません。 

 

２ その他有価証券 

（単位：百万円） 

 種類 
連結貸借対照表

計上額 
取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの  

  株式 5,532 3,523 2,008

小計 5,532 3,523 2,008

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの  

  株式 827 931 △103

小計 827 931 △103

合計 6,359 4,454 1,905

（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額168百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。 

表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を

行い投資有価証券評価損33百万円を計上しております。 

期末日において時価が取得原価に比べて30％以上50％未満の範囲で下落した場合で、当該有価証券の時

価が前３期末（中間期を含む）連続して取得原価に比べて30％以上50％未満の範囲で下落している場合は、

当該有価証券の取得原価は期末日の時価としております。 

 

 

当中間連結会計期間（平成26年９月30日） 

１ その他有価証券 

（単位：百万円） 

 種類 
中間連結貸借対照表

計上額 
取得原価 差額 

中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの  

  株式 6,523 3,812 2,710

小計 6,523 3,812 2,710

中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの  

  株式 580 676 △95

小計 580 676 △95

合計 7,104 4,489 2,615

（注） 非上場株式（中間連結貸借対照表計上額169百万円）については、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。 

表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

期末日において時価が取得原価に比べて30％以上50％未満の範囲で下落した場合で、当該有価証券の時

価が前３期末（中間期を含む）連続して取得原価に比べて30％以上50％未満の範囲で下落している場合は、

当該有価証券の取得原価は期末日の時価としております。 
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（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（平成26年３月31日） 

１ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1) 通貨関連 

（単位：百万円） 

ヘッジ会計の 

方法 

デリバティブ 

取引の種類等 
主なヘッジ対象 契約額 

契約額のうち 

1年超 
時価 

為替予約等の

振当処理 

為替予約取引 

売建 

米ドル 

売掛金 

163

 

 

― (注)2     △0

為替予約取引 

買建 

米ドル 

ユーロ 

タイバーツ 

人民元 

買掛金 
320

32

0

0

 

 

― 

― 

― 

― 

(注)2      1

0

0

△0

   合計  516 ― 1

（注）１ 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 為替予約の振当処理により、ヘッジ対象とされている売掛金又は買掛金と一体として処理されている

ものの時価については、当該売掛金又は買掛金の時価に含めて記載しております。 

 

(2) 金利関連 

（単位：百万円） 

ヘッジ会計の 

方法 

デリバティブ 

取引の種類等 
主なヘッジ対象 契約額等 

契約額のうち 

1年超 
時価 

金利スワップ

の特例処理 

金利スワップ取引 

支払固定・ 

受取変動 

借入金利息 8,375 8,275 (注) 

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 
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当中間連結会計期間（平成26年９月30日） 

１ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1) 通貨関連 

（単位：百万円） 

ヘッジ会計の 

方法 

デリバティブ 

取引の種類等 
主なヘッジ対象 契約額 

契約額のうち 

1年超 
時価 

為替予約等の

振当処理 

為替予約取引 

売建 

米ドル 

ユーロ 

売掛金 

175

9

 

 

 

― 

― 

△5

△0

為替予約取引 

買建 

米ドル 

ユーロ 

買掛金 

388

0

 

 

 

― 

― 

17

0

   合計  574 ― 11

（注）１ 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 為替予約の振当処理により、ヘッジ対象とされている売掛金又は買掛金と一体として処理されている

ものの時価については、当該売掛金又は買掛金の時価に含めて記載しております。 

 

(2) 金利関連 

（単位：百万円） 

ヘッジ会計の 

方法 

デリバティブ 

取引の種類等 
主なヘッジ対象 契約額等 

契約額のうち 

1年超 
時価 

金利スワップ

の特例処理 

金利スワップ取引 

支払固定・ 

受取変動 

借入金利息 8,770 6,004 (注) 

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 
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（資産除去債務関係） 

前連結会計年度（平成26年３月31日） 

当該事項は、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間（平成26年９月30日） 

当該事項は、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

 

 

（賃貸等不動産関係） 

前連結会計年度（平成26年３月31日） 

当該事項は、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間（平成26年９月30日） 

当該事項は、重要性が乏しいため記載を省略しております。 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手

可能であり、内部管理上採用しているものであります。 

当社グループは、化学品専門商社である当社を中心に、化学品の商社機能を核とした製品・サ

ービスを提供しております。当社は、事業の区分単位を事業セグメントとして認識し、「化学製

品」を報告セグメントとしております。 

「化学製品」の主な製品は、染料、顔料、染料助剤、加工樹脂、工業薬品、食品、塗料、医薬

品、中間物、改質添加剤、機能材料、溶剤、原料樹脂、樹脂製品であります。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法の金額の算定

方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項」における記載と同一であります。 

事業セグメントの利益は営業利益であります。セグメント間の内部収益は、外部顧客に対する

収益と同一の決定方法による取引価格に基づいた金額であります。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前中間連結会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント

その他 調整額 
中間連結財務 

諸表計上額 化学製品 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高 58,676 11,816 ― 70,493

(2) セグメント間の内部売上高 

及び振替高 
2 31 △34 ―

計 58,678 11,848 △34 70,493

セグメント利益 575 82 ― 657

セグメント資産 46,881 4,776 11,634 63,292

その他の項目  

減価償却費 287 17 ― 305

持分法適用会社への投資額 1,985 ― ― 1,985

有形固定資産及び無形固定 

資産の増加額 
81 65 ― 147

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、車両・機械・電気・電子機

器等の輸出入を含んでおります。 

２ セグメント資産の調整額には、セグメント間取引消去△79百万円、及び各報告セグメントに配分して

いない全社資産11,713百万円が含まれております。全社資産は主に、親会社での余剰資金（現金及び

預金）、長期投資資金（投資有価証券）であります。 

３ セグメント利益は中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

 

 

当中間連結会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント

その他 調整額 
中間連結財務 

諸表計上額 化学製品 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高 59,767 11,531 ― 71,299

(2) セグメント間の内部売上高 

及び振替高 
2 33 △35 ―

計 59,769 11,565 △35 71,299

セグメント利益 315 △6 △35 272

セグメント資産 48,632 5,361 12,074 66,068

その他の項目  

減価償却費 264 41 ― 306

持分法適用会社への投資額 1,258 ― ― 1,258

有形固定資産及び無形固定 

資産の増加額 
110 536 ― 647

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、車両・機械・電気・電子機

器等の輸出入を含んでおります。 

２ セグメント資産の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社資産12,074百万円が含まれて

おります。全社資産は主に、親会社での余剰資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）

であります。 

３ セグメント利益は中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 
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【関連情報】 

前中間連結会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

報告セグメントに係る情報と類似しているため本情報の記載は省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

（単位：百万円） 

日本 その他 合計 

50,703 19,789 70,493

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

その他の地域・・・アジア、米国 

３ 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を

超えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないた

め、記載はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

報告セグメントに係る情報と類似しているため本情報の記載は省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

（単位：百万円） 

日本 その他 合計 

52,125 19,173 71,299

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

その他の地域・・・アジア、米国 

３ 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を

超えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないた

め、記載はありません。 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前中間連結会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

該当事項はありません。 

 

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前中間連結会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

その他 全社 合計 
化学製品 

当中間期償却額 △0 54 ― 54

当中間期末残高 △0 109 ― 109

 

当中間連結会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

その他 全社 合計 
化学製品 

当中間期償却額 ― 54 ― 54

当中間期末残高 ― ― ― ―

 

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前中間連結会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

１株当たり純資産額並びに１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

(1) １株当たり純資産額 1,201円52銭 1,252円45銭

 

項目 

前中間連結会計期間 

(自  平成25年４月１日 

至  平成25年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自  平成26年４月１日 

至  平成26年９月30日)

(2) １株当たり中間純利益 24円84銭 20円29銭

   (算定上の基礎) 

    中間純利益（百万円） 288 235

    普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

    普通株式に係る中間純利益（百万円） 288 235

    普通株式の期中平均株式数（千株） 11,600 11,597

(注)  潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

 



２【中間財務諸表等】
　(1) 【中間財務諸表】

　　①【中間貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当中間会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 2,497 1,908

　　受取手形 6,943 6,428

　　電子記録債権 703 1,260

　　売掛金 25,774 25,927

　　たな卸資産 2,509 2,311

　　繰延税金資産 133 49

　　短期貸付金 1,022 1,425

　　その他 884 820

　　貸倒引当金 △ 75 △ 41

　　流動資産合計 40,393 40,089

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物（純額） 1,659 1,603

　　　土地 2,312 2,312

　　　リース資産（純額） 23 17

　　　その他（純額） ※5 653 ※5 1,119

　　　有形固定資産合計 ※1 4,649 ※1 5,053

　　無形固定資産 293 269

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ※2 11,136 ※2 11,401

　　　長期貸付金 377 412

　　　リース投資資産 224 206

　　　その他 933 1,038

　　　貸倒引当金 △ 266 △ 413

　　　投資その他の資産合計 12,405 12,645

　　固定資産合計 17,348 17,968

　資産合計 57,742 58,058

─ 39 ─



(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当中間会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部

　流動負債

　　支払手形 ※2 624 ※2 637

　　買掛金 ※2 22,632 ※2 22,741

　　短期借入金 10,290 11,725

　　リース債務 14 10

　　未払法人税等 ― 4

　　賞与引当金 240 96

　　役員賞与引当金 15 ―

　　その他 763 728

　　流動負債合計 34,578 35,944

　固定負債

　　長期借入金 10,816 8,885

　　リース債務 12 8

　　繰延税金負債 765 951

　　役員退職慰労引当金 236 247

　　資産除去債務 19 44

　　その他 237 267

　　固定負債合計 12,088 10,405

　負債合計 46,667 46,350

純資産の部

　株主資本

　　資本金 1,110 1,110

　　資本剰余金

　　　資本準備金 515 515

　　　資本剰余金合計 515 515

　　利益剰余金

　　　利益準備金 277 277

　　　その他利益剰余金

　　　　配当積立金 150 150

　　　　買換資産圧縮積立金 504 491

　　　　別途積立金 6,010 6,010

　　　　繰越利益剰余金 1,263 1,443

　　　利益剰余金合計 8,205 8,372

　　自己株式 △ 0 △ 0

　　株主資本合計 9,830 9,997

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 1,242 1,702

　　繰延ヘッジ損益 1 8

　　評価・換算差額等合計 1,244 1,710

　純資産合計 11,074 11,708

負債純資産合計 57,742 58,058

─ 40 ─



 　②【中間損益計算書】

(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 51,084 52,187

売上原価 ※1 48,103 ※1 49,207

売上総利益 2,981 2,979

販売費及び一般管理費 ※1 2,883 ※1 2,900

営業利益 98 78

営業外収益

　受取利息 14 12

　受取配当金 172 316

　受取賃貸料 160 130

　その他 90 80

　営業外収益合計 438 539

営業外費用

　支払利息 103 102

　賃借料収入原価 ※1 96 ※1 87

　その他 ※2 151 ※2 60

　営業外費用合計 351 249

経常利益 185 368

特別利益 ― ―

特別損失 ※3 17 ※3 3

税引前中間純利益 167 365

法人税、住民税及び事業税 18 58

法人税等調整額 60 12

法人税等合計 79 71

中間純利益 88 294

─ 41 ─



 

― 42 ― 

③ 【中間株主資本等変動計算書】 

  前中間会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

(単位：百万円)

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 配当積立金
買換資産 

圧縮積立金
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 1,110 515 277 300 538 7,550 1,223 9,889

当中間期変動額    

配当積立金の取崩  △150  150 ―

買換資産圧縮積立金の取崩  △16  16 ―

別途積立金の取崩  △1,540 1,540 ―

自己株式の消却   △1,545 △1,545

剰余金の配当   △278 △278

中間純利益   88 88

自己株式の取得    ―

株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 

   ―

当中間期変動額合計 ― ― ― △150 △16 △1,540 △28 △1,735

当中間期末残高 1,110 515 277 150 521 6,010 1,194 8,153

 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 
合計 

その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,545 9,969 785 0 786 10,755 

当中間期変動額   

配当積立金の取崩  ― ― 

買換資産圧縮積立金の取崩  ― ― 

別途積立金の取崩  ― ― 

自己株式の消却 1,545 ― ― 

剰余金の配当  △278 △278 

中間純利益  88 88 

自己株式の取得 △0 △0 △0 

株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 

 ― 452 △1 451 451 

当中間期変動額合計 1,544 △190 452 △1 451 260 

当中間期末残高 △0 9,779 1,238 △1 1,237 11,016 
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  当中間会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

(単位：百万円)

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 配当積立金
買換資産 

圧縮積立金
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 1,110 515 277 150 504 6,010 1,263 8,205

当中間期変動額 

配当積立金の取崩    ―

買換資産圧縮積立金の取崩  △13  13 ―

別途積立金の取崩    ―

自己株式の消却    ―

剰余金の配当   △127 △127

中間純利益   294 294

自己株式の取得    ―

株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 

   ―

当中間期変動額合計 ― ― ― ― △13 ― 180 167

当中間期末残高 1,110 515 277 150 491 6,010 1,443 8,372

 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 
合計 

その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △0 9,830 1,242 1 1,244 11,074 

当中間期変動額 

配当積立金の取崩  ― ― 

買換資産圧縮積立金の取崩  ― ― 

別途積立金の取崩  ― ― 

自己株式の消却  ― ― 

剰余金の配当  △127 △127 

中間純利益  294 294 

自己株式の取得 △0 △0 △0 

株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 

 ― 459 7 466 466 

当中間期変動額合計 △0 167 459 7 466 633 

当中間期末残高 △0 9,997 1,702 8 1,710 11,708 
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   【注記事項】 

 （重要な会計方針）  

１ 有価証券の評価基準及び評価方法  

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

  デリバティブ 

   時価法 

 

(3) たな卸資産 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しておりま 

す。 

① 直送品及び輸出商品 

個別法 

② その他の商品 

総平均法 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物      ２～50年 

構築物     ２～50年 

機械及び装置  ４～17年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）の耐用年数は、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
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従業員賞与の支給に備えるため、当中間会計期間に負担すべき支給見込額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当中間会計期間に見合う支給見込額に基づき計上し

ております。 

なお、当中間会計期間の計上はありません。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき当中間会計期間末における要支給額を計上

しております。 

 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、ヘッジ会計の要件を満たす為替予約については、振

当処理を行っており、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しており

ます。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）  （ヘッジ対象） 

為替予約     外貨建金銭債権債務 

金利スワップ   借入金利息 

(3) ヘッジ方針 

外貨建取引に係る債権債務について為替変動に備えるため、必要に応じて実需の範囲内で先物為

替予約を行っており、また、長期借入金について金利変動に備えるため金利スワップ取引を行って

おります。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約取引については、予約締結時に、リスク管理方針に従い、ヘッジ対象に同一通貨建てに

よる同一金額で同一期日の為替予約を振り当てており、その後のキャッシュ・フローの変動による

相関関係は完全に確保されることから、また、金利スワップについては、金利スワップの特例処理

の要件に該当することから、それぞれ中間決算日におけるヘッジの有効性の評価を省略しておりま

す。 

 

６ その他の中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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（中間貸借対照表関係） 

※１ 資産の金額から直接控除している減価償却累計額の額 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 

当中間会計期間 

(平成26年９月30日) 

有形固定資産の減価償却累計額 5,786百万円 5,946百万円 

 

※２ 担保に供している資産及び対応債務 

資産の種類 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 

当中間会計期間 

(平成26年９月30日) 

投資有価証券 809百万円 906百万円 

合計 809百万円 906百万円 

 

債務の種類 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 

当中間会計期間 

(平成26年９月30日) 

支払手形 6百万円 1百万円 

買掛金 4,695 〃 4,654 〃 

合計 4,701百万円 4,655百万円 

 

３ 保証債務 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 

当中間会計期間 

(平成26年９月30日) 

保証先 保証金額 保証債務の内容 保証金額 保証債務の内容

IKE TRADING CO.,LTD. 1,360百万円
銀行借入等に対

する支払保証 
1,247百万円 

銀行借入等に対

する支払保証 

中和化学薬品㈱ 282 〃 
仕入債務に対す

る支払保証 
277  〃 

仕入債務に対す

る支払保証 

OG TRADING(THAILAND)CO.,LTD. 113  〃 
銀行借入等に対

する支払保証 
256 〃 

銀行借入等に対

する支払保証 

長瀬欧積有色化学(上海) 

有限公司 
227 〃 〃 234 〃 〃 

オー・ジー長瀬カラーケミカル

㈱ 
96 〃 

仕入債務に対す

る支払保証 
115 〃 

仕入債務に対す

る支払保証 

青島欧積塑膠製品有限公司 106 〃 
銀行借入等に対

する支払保証 
107 〃 

銀行借入等に対

する支払保証 

長瀬欧積織染化学(上海) 

有限公司 
92 〃 〃 98 〃 〃 

上海欧積貿易有限公司 0 〃 
仕入債務に対す

る支払保証 
―   

仕入債務に対す

る支払保証 

合計 2,281百万円  2,337百万円  

 

４ 受取手形割引高等 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 

当中間会計期間 

(平成26年９月30日) 

輸出割引手形 9百万円 21百万円 
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※５ 有形固定資産の取得価額から直接減額している圧縮記帳額 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 

当中間会計期間 

(平成26年９月30日) 

機械装置及び運搬具 76百万円 76百万円 
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（中間損益計算書関係） 

※１ 減価償却実施額は、次のとおりであります。 

 

前中間会計期間 

(自 平成25年４月１日 

至 平成25年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成26年４月１日 

至 平成26年９月30日) 

有形固定資産 168百万円 161百万円 

無形固定資産 27 〃 33 〃 

 

※２ 営業外費用の「その他」のうち主なものは、次のとおりであります。 

 

前中間会計期間 

(自 平成25年４月１日 

至 平成25年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成26年４月１日 

至 平成26年９月30日) 

売上割引 33百万円 30百万円 

 

 

 

※３ 特別損失のうち主なものは、次のとおりであります。 

 

前中間会計期間 

(自 平成25年４月１日 

至 平成25年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成26年４月１日 

至 平成26年９月30日) 

固定資産除売却損 16百万円 3百万円 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 3,399,552 900 3,399,552 900

（変動事由の概要） 

増減数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加                  900 株 

平成25年５月21日の取締役会の決議による自己株式の消却   3,399,552 株 

 

当中間会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 2,260 400 ― 2,660

（変動事由の概要） 

増減数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加                   400株 

 

 

 （有価証券関係） 

前事業年度（平成26年３月31日） 

子会社株式（貸借対照表計上額2,698百万円）及び関連会社株式（貸借対照表計上額1,435百万

円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから記載しておりま

せん。 

 

当中間会計期間（平成26年９月30日） 

子会社株式（中間貸借対照表計上額2,708百万円）及び関連会社株式（中間貸借対照表計上

額1,447百万円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから

記載しておりません。 
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（１株当たり情報） 

１株当たり純資産額並びに１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（平成26年３月31日） 

当中間会計期間 

（平成26年９月30日） 

(1) １株当たり純資産額 954円86銭 1,009円51銭

 

項目 

前中間会計期間 

（自  平成25年４月１日 

至  平成25年９月30日）

当中間会計期間 

（自  平成26年４月１日 

至  平成26年９月30日）

(2) １株当たり中間純利益 7円61銭 25円41銭

   (算定上の基礎) 

    中間純利益(百万円) 88 294

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る中間純利益(百万円) 88 294

    普通株式の期中平均株式数(千株) 11,600 11,597

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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